
鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

北(県)-1

北(県)-1 愛知県 愛知第６

株式会社那須不動産

那須　明

11,700,000 106,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 25日

令和  7年  7月  4日 令和  7 85,000

名古屋市北区会所町３３番２
110

1:3 住宅
Ｗ2

一般住宅のほかに空
地も見られる住宅地
域

北6.5m市道 水道、
ガス、
下水

名鉄味美
3.3km

１住居
( 60, 200 )
準防

( 70, 200 )

100 50 100 100 戸建住宅地

10 18 180 長方形

特にない 基準方位北、６．
５ｍ市道

名鉄味美駅
西方3.3km

１住居
( 70, 200 )
準防

一般住宅を中心とする住宅地域で、地域要因に特段の変動はなく、当面は現状程度の地域環境を維持しながら推移する
ものと予測する。

戸建住宅地

106,000

／

／

／

方位 0.0

同一需給圏は北区、西区の庄内川以北、及び豊山町、春日井市等隣接市町を含む住宅地域の圏域である。需要者は地縁
を有する圏内在住の一次取得者層が中心である。鉄道交通の利便性がやや劣る地域ではあるが、建売住宅等の供給が断
続的に見られる。建築費高騰の影響等により住宅市場は停滞感が見られるものの、地価水準は概ね安定的に推移してい
る。取引の中心となる価格帯は、土地は総額１５００万円程度、新築戸建住宅は２８００～３８００万円程度である。

比準価格は規範性の高い取引事例に基づく実証的な価格が求められた。収益還元法は画地規模等から、現実的かつ合理
的な賃貸住宅等の想定が困難であるため適用しなかった。当該地域の取引は自用目的が中心であり、収益性よりも居住
の快適性・利便性が重視され、価格形成にあたっては市場価格が重視される。従って、市場性を反映した比準価格を重
視し、代表標準地との検討を踏まえ、更に単価と総額との関連にも留意の上、鑑定評価額を上記の通り決定した。

■ □

名古屋北-14

123,000

100.8

109.0 107.1

100.0
106,000

0.0

0.0

0.0

+9.0

0.0

0.0

+1.0

+1.0

+5.0

0.0

0.0

■ □

106,000

□ □

0.0

区内の人口は若干の減少傾向である。建築費の高騰や金利の
上昇により住宅市場は停滞感が続いており、先行きに不透明
感は強い。

庄内川の北側に位置する住宅地域で、地域要因に変動は見ら
れず、住宅市場に停滞感はあるものの、地価水準は安定的に
推移している。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

北(県)-2

北(県)-2 愛知県 愛知第６

株式会社八達不動産鑑定事務所

前田　達男

21,400,000 175,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 16日

令和  7年  7月  7日 令和  7 140,000

名古屋市北区金田町１丁目１９番１４
122

1:2.5 住宅
Ｗ2

中小規模一般住宅が
建ち並ぶ住宅地域

北5.3m市道 水道、
ガス、
下水

黒川
1.5km

１住居
( 60, 200 )
準防

( 70, 200 )

80 70 80 40 戸建住宅地

10 15 150 長方形

特にない 基準方位北、５．
３ｍ市道

黒川駅
北方1.5km

１住居
( 70, 200 )
準防

地下鉄駅からは遠いものの、戸建住宅地域として熟成しており、今後も良好な住環境を維持するものと予測する。市況
の先行きには不透明感があるが、地価は概ね現在の水準を維持するものと予測する。

戸建住宅地

175,000

／

／

／

方位 0.0

同一需給圏は主として北区庄内川以南の住宅地域であり、隣接する西区等も含む。需要者の中心は、市内在住の一次取
得者層で、他地域からの転入も見られる。当地域は、地下鉄駅からは遠いものの区画が整然としており住環境は良好で
ある。駅近エリアと比較した場合の割安感から需要は底堅く、分譲業者によるミニ開発が継続的に行われている。中心
価格帯は、土地のみで２０～３０百万円程度、新築戸建住宅で３５～５５百万円程度である。

近隣地域周辺には賃貸物件等も見られるが、それらは遊休地の有効活用を主目的とした利用である。地域の賃貸市場等
を勘案すると、経済合理性に合致した賃貸経営は困難であるため、収益還元法は非適用とした。市場では自用目的の取
引が中心となっており、実際の取引事例に基づく比準価格の信頼性は高い。よって、比準価格を採用し、代表標準地価
格との検討を踏まえ、昨今の経済情勢及び不動産市況等を総合的に勘案した上で、鑑定評価額を上記の通り決定した。

■ □

名古屋北-10

248,000

101.2

100.0 143.2

100.0
175,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+1.0

+2.0

+39.0

0.0

0.0

■ □

173,000

□ □

+1.2

不動産市場を取り巻く環境は、建築費の高騰や金融資本市場
の変動等のリスクが顕在化しており、需要者のマインドが転
換しつつある。

地下鉄駅からは徒歩圏外であるが、割安感から一定の需要が
認められる。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

北(県)-3

北(県)-3 愛知県 愛知第６

株式会社安達不動産鑑定調査

安達　直樹

37,900,000 251,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 27日

令和  7年  7月  5日 令和  7 200,000

名古屋市北区清水３丁目５０３番
「清水３－５－８」

151

1:1.2 住宅
Ｗ2

中小規模の一般住宅
等が建ち並ぶ住宅地
域

北6m市道 水道、
ガス、
下水

名城公園
600m

１住居
( 60, 200 )
準防

( 70, 200 )

150 120 20 80 低層住宅地

10 18 180 長方形

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

名城公園駅
東方600m

１住居
( 70, 200 )
準防

特段の変動要因は見受けられず、当面は現状のまま推移するものと予測される。

低層住宅地

251,000

104,000

／

／

方位 0.0

同一需給圏は北区の住宅地域を中心に隣接する西区、東区等の住宅地域と判定した。需要者の中心は需要者は３０代か
ら４０代の名古屋市内在住者を中心に、周辺市町からの転入も見られる。地下鉄駅徒歩圏内に存していることから利便
性が選好され、地価は上昇を続けている。需要の中心となる価格帯は、土地で３５００万円～４５００万円程度、新築
戸建物件で５０００万円～６５００万円程度である。

比準価格は、同一需給圏内の市街化区域に存する住宅地域の事例を採用し、各事例の規範性に応じて試算した実証的な
価格である。一方、収益価格は不動産の収益性に着目した価格であるが、想定要素も多く、試算価格の精度がやや劣る
。よって、不動産市場の実態を反映した比準価格を重視し、収益価格を参考程度に留め、単価と総額との関係等との検
討を踏まえて、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

名古屋北-10

248,000

101.2

100.0 /

100.0
251,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0
0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

■ □

247,000

■ □

名古屋北-10

248,000

+1.6 +1.2

原材料価格の高騰、人手不足等を起因に建物価格が上昇し、
それに伴う地価への影響が顕著になりつつある。

駅徒歩圏内の既存住宅地域である。特段の変動要因は見られ
ないが、利便性、居住環境面の選好性の強さもあり需要は堅
調である。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

北(県)-4

北(県)-4 愛知県 愛知第６

株式会社八達不動産鑑定事務所

前田　達男

61,800,000 236,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 16日

令和  7年  7月  7日 令和  7 185,000

名古屋市北区山田１丁目９１４番
「山田１－９－３０」

262

1:2 住宅
ＲＣ2

一般住宅を中心に、
共同住宅、店舗併用
住宅等が混在する地
域

北8m市道 水道、
ガス、
下水

大曽根
300m

２住居
( 60, 200 )
準防

( 70, 200 )

40 100 50 50 低層住宅地

10 18 180 長方形

特にない 基準方位北、８ｍ
市道

大曽根駅
北方300m

２住居
( 70, 200 )
準防

地下鉄駅から近い住宅地域であるが、今後も現在の環境を維持するものと予測する。利便性の高さから多様な需要を想
定し得るため、地価は上昇傾向にて推移すると予測する。

低層住宅地

238,000

109,000

／

／

方位 0.0

同一需給圏は主として名古屋市北部の地下鉄駅徒歩圏の住宅地域である。需要者の中心は、資金的に余裕のある買い替
え層である。大曽根はターミナル駅であるため、通勤・通学の利便性が良好で、住宅地としての人気は高い。また、駅
徒歩圏内には飲食店や物販店も数多く立地するなど、事業用途での取得も多い。近時は画地規模を抑えた分譲が主流で
あるが、細分化後の中心価格帯は、土地のみで３０～４０百万円程度、新築戸建住宅で５０～６０百万円程度である。

近隣地域周辺には賃貸物件等も見られるが、当地域の賃貸市場では土地価格に見合った賃料水準が形成されておらず、
収益価格は相対的に低位に求められた。一方で、比準価格は実際の取引事例に基づく実証的価格であり、その信頼性は
高い。よって、比準価格を重視し、収益価格を関連付け、代表標準地価格との検討を踏まえ、昨今の経済情勢及び不動
産市況等を総合的に勘案した上で、鑑定評価額を上記の通り決定した。

■ □

名古屋北-10

248,000

101.2

100.0 106.7

100.0
235,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

-1.0

-2.0

+10.0

0.0

0.0

■ □

232,000

□ □

+1.7

不動産市場を取り巻く環境は、建築費の高騰や金融資本市場
の変動等のリスクが顕在化しており、需要者のマインドが転
換しつつある。

大曽根駅から近い住宅地域であり、需要は堅調に推移してい
る。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

北(県)-5

北(県)-5 愛知県 愛知第６

株式会社安達不動産鑑定調査

安達　直樹

42,800,000 234,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 27日

令和  7年  7月  5日 令和  7 185,000

名古屋市北区大杉２丁目１６０７番
「大杉２－１６－１１」

183

1:1.5 住宅
Ｗ2

中規模一般住宅が多
い中に店舗等が混在
する住宅地域

北8m市道 水道、
ガス、
下水

尼ヶ坂
150m

１住居
( 60, 200 )
準防

( 70, 200 )

40 140 50 50 低層住宅地

10 18 180 長方形

特にない 基準方位　北　　
８ｍ市道

尼ヶ坂駅
北方150m

１住居
( 70, 200 )
準防

一般住宅を中心とする熟成度の高い住宅地域であるが、都心部に近く利便性は良好である。特段の変動要因はなく、当
面は現状程度の地域環境を維持しながら推移するものと予測する。

低層住宅地

234,000

105,000

／

／

方位 0.0

同一需給圏は北区の住宅地域を中心に隣接する西区、東区等の住宅地域と判定した。需要者の中心は需要者は３０代か
ら４０代の名古屋市内在住者を中心に、周辺市町からの転入も見られる。都心周辺に位置する利便性が選好され、地価
は上昇を続けているが、建築費の高騰等により地価上昇の程度は鈍化傾向にある。取引の中心となる価格帯は、土地は
総額２０００～３０００万円、新築戸建住宅は４０００～５０００万円程度である。

比準価格は、同一需給圏内の市街化区域に存する住宅地域の事例を採用し、各事例の規範性に応じて試算した実証的な
価格である。一方、収益価格は不動産の収益性に着目した価格であるが、想定要素も多く、試算価格の精度がやや劣る
。よって、不動産市場の実態を反映した比準価格を重視し、収益価格を参考程度に留め、単価と総額との関係等との検
討を踏まえて、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

名古屋北-10

248,000

101.2

100.0 107.6

100.0
233,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0
0.0

-1.0

-3.0

+12.0

0.0

0.0

■ □

230,000

□ □

+1.7

原材料価格の高騰、人手不足等を起因に建物価格が上昇し、
それに伴う地価への影響が顕著になりつつある。

名鉄瀬戸線沿線の利便性・環境共に良好な熟成度の高い住宅
地域で、地域要因に変動は見られない。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

北(県)-6

北(県)-6 愛知県 愛知第６

株式会社那須不動産

那須　明

12,800,000 124,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 25日

令和  7年  7月  4日 令和  7 90,000

名古屋市北区如意２丁目７５番
103

1:1 住宅
Ｗ2

小規模住宅等と駐車
場が混在する住宅地
域

南8m市道 水道、
ガス、
下水

名鉄味美
1.9km

２中専
( 60, 200 )
準防

( 70, 200 )

30 150 100 50 戸建住宅地

10 12 120 長方形

特にない 基準方位北、　　
８ｍ市道

名鉄味美駅
西方1.9km

２中専
( 70, 200 )
準防

一般住宅を中心とする住宅地域で、地域要因に特段の変動はなく、当面は現状程度の地域環境を維持しながら推移する
ものと予測する。

戸建住宅地

124,000

／

／

／

方位 +9.0

同一需給圏は北区、西区の庄内川以北、及び豊山町、春日井市等周辺市町を含む住宅地域の圏域である。需要者は地縁
を有する圏内在住の一次取得者層が中心である。鉄道交通の利便性がやや劣る地域ではあるが、建売住宅等の供給が断
続的に見られる。建築費高騰の影響等により住宅市場は停滞感が見られるものの、地価水準は概ね安定的に推移してい
る。取引の中心となる価格帯は、土地は総額１５００万～２０００万円程度、新築戸建住宅は３０００万円台である。

比準価格は規範性の高い取引事例に基づく実証的な価格が求められた。収益還元法は画地規模等から、現実的かつ合理
的な賃貸住宅等の想定が困難であるため適用しなかった。当該地域の取引は自用目的が中心であり、収益性よりも居住
の快適性・利便性が重視され、価格形成にあたっては市場価格が重視される。従って、市場性を反映した比準価格を重
視し、一般的要因の影響、更に単価と総額との関連にも留意の上、鑑定評価額を上記の通り決定した。

■ □

名古屋北-14

123,000

100.8

109.0 /

109.0
124,000

0.0

0.0

0.0

+9.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

■ □

123,000

■ □

名古屋北-14

123,000

+0.8 +0.8

区内の人口は若干の減少傾向である。建築費の高騰や金利の
上昇により住宅市場は停滞感が続いており、先行きに不透明
感は強い。

庄内川の北側に位置する住宅地域で、地域要因に変動は見ら
れず、住宅市場に停滞感はあるものの、地価水準は安定的に
推移している。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

北(県)-7

北(県)-7 愛知県 愛知第６

ヴァリューテックコンサルティング株式会社

佐野　達也

20,200,000 180,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 13日

令和  7年  7月  3日 令和  7 130,000

名古屋市北区中丸町３丁目１３番７
112

1:2.5 住宅
ＬＳ3

小規模一般住宅のほ
か、事業所等も見ら
れる住宅地域

南5.5m市道 水道、
ガス、
下水

黒川
1.4km

準工
( 60, 200 )
準防

( 70, 200 )

130 30 0 50 戸建住宅地

8 15 120 長方形

特にない 基準方位　北　　
５．５ｍ市道

黒川駅
北西方1.4km

準工
( 70, 200 )
準防

戸建住宅が建ち並ぶ旧来からの住宅地域である。周辺において特段の地域要因の変化はみられず、現状の住宅需要の堅
調さを維持し、地価は安定的に推移するものと予測される。

戸建住宅地

180,000

／

／

／

方位 +9.0

同一需給圏は、北区庄内川以南を中心とした住宅地域と判定する。需要者は、名古屋市内に勤務する個人が中心である
。鉄道駅の利便性は劣るものの生活利便施設への接近性から住居環境は良好であり住宅需要は堅調である。中心となる
価格帯は、土地のみで２０００～２５００万円程度、新築戸建住宅で３５００～４５００万円程度である。

画地規模等から収益不動産の想定は現実的ではないため、収益価格の試算は行わなかったが、自用目的の取引が中心の
地域であり、取引事例比較法による比準価格は市場実勢を反映しており、十分な信頼性を有すると判断する。従って、
比準価格を標準として、地価公示地等との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

名古屋北-10

248,000

101.2

100.0 151.9

109.0
180,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+1.0

+3.0

+46.0

0.0

0.0

■ □

178,000

□ □

+1.1

物価上昇が相次ぐ中、建売住宅等は一部の需要者に買い渋り
がみられるものの、土地の取引価格は堅調を維持している。

戸建住宅が建ち並ぶ住宅地域である。地域要因に影響を及ぼ
す特段の変動はない。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

北(県)-8

北(県)-8 愛知県 愛知第６

株式会社安達不動産鑑定調査

安達　直樹

15,200,000 109,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 27日

令和  7年  7月  5日 令和  7 86,000

名古屋市北区西味鋺４丁目３１０番１
139

1:3 住宅
Ｗ2

一般住宅、共同住宅
等が混在する住宅地
域

北5.5m市道 水道、
ガス、
下水

味鋺
2km

２中専
( 60, 200 )
準防

( 70, 200 )

20 50 170 50 戸建住宅地

6.5 20.0 130 長方形

特にない 基準方位北、５．
５ｍ市道

味鋺駅
西方2km

２中専
( 70, 200 )
準防

特段の変動要因は見受けられず、当面は現状のまま推移するものと予測される。

戸建住宅地

109,000

／

／

／

方位 0.0

同一需給圏は北区の庄内川以北を中心に、隣接する西区、北名古屋市、豊山町及び春日井市の周辺市町を含む住宅地域
と判断した。需要者の中心は住宅建設目的の個人、不動産業者等である。街区等が整然とし、住宅需要は安定的に推移
している。但し、地下鉄沿線エリアに比して競争力の劣等は否めない。需要の中心となる価格帯は、土地で１５００万
円～２０００万円程度、新築戸建物件で３５００万円～４５００万円程度である。

比準価格は、同一需給圏内の市街化区域に存する住宅地域の事例を採用し、各事例の規範性に応じて試算した実証的な
価格である。収益価格は画地条件など事業収支の観点より効率的な賃貸建物を想定することが困難であるため試算しな
かった。当該地域は賃貸用共同住宅も見られるが居住の快適性及び利便性を重視する住宅地域であるため、自己の居住
を目的とした取引が中心である。よって、比準価格を標準として代表標準地との検討を踏まえ上記のとおり決定した。

■ □

名古屋北-14

123,000

100.8

109.0 104.0

100.0
109,000

0.0

0.0

0.0

+9.0

0.0
0.0

+2.0

-1.0

+3.0

0.0

0.0

■ □

108,000

□ □

+0.9

原材料価格の高騰、人手不足等を起因に建物価格が上昇し、
それに伴う地価への影響が顕著になりつつある。

庄内川以北に位置し地縁者が需要の中心である。特段の変動
要因は見られず、需要は安定的に推移している。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

北(県)5-1

北(県)5-1 愛知県 愛知第６

アメジスト

笠野　寿治

64,400,000 266,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  4月  7日

令和  7年  7月  4日 令和  7 205,000

名古屋市北区山田１丁目１３０６番
「山田１－１３－１３」

242

1:4 事務所兼住宅
ＲＣ3

国道沿いに中低層の
店舗、事務所等が混
在する商業地域

北西30m国道 水道、
ガス、
下水

大曽根
360m

近商
( 80, 300 )
準防

( 90, 300 )

30 30 70 80 中低層店舗兼共同住宅地

8 30 240 ほぼ長方形

特にない ３０ｍ国道 大曽根駅
北方360m

近商
( 90, 300 )
準防

中低層の店舗、事務所等が混在する幹線道路沿いの商業地域で、最寄駅から近いため共同住宅等が増加傾向にあり、当
面は商住混在の状況で推移するものと予測する。

中低層店舗兼共同住宅地

266,000

117,000

／

／

ない

同一需給圏は、名古屋市北区における庄内川以南の商業地域である。需要者は地場で事業を行う法人又は個人が主体で
あるが、投資目的で貸家及びその敷地又は賃貸借事業用地として更地を取得する事例もみられる。取得者の属性、取得
の目的等により取得価格はまちまちで需要の中心となる価格帯を把握することは困難であるが、まとまった土地が供給
されることが稀であることもあり、総じて画地規模の小さい取引が多く、総額で１億円に満たない取引が大半である。

同一需給圏、近隣地域とも事業用地は自用が主体で賃貸借に供される場合もレジデンスが大半であるなか、建築費の高
騰もあいまって当該地域の賃料水準では収益価格は低位に試算されざるを得ず説得性に乏しい。これに対し、比準価格
は、こうした需要を背景とした実際の取引価格を価格判定の根拠としており、実証的かつ市場参加者の価値判断に立脚
し説得性が高いので、これを採用し、収益価格は参考にとどめ、公示価格との検討を踏まえ、鑑定評価額を決定した。

■ □

名古屋北5-7

348,000

100.9

100.0 131.9

100.0
266,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0
0.0

0.0

+2.0

+25.5

+3.0

0.0

■ □

254,000

□ □

+4.7

事業用地の需要は自己用が主体であるが、建築費の高騰、物
価高、金利上昇懸念等から、水準が高い地域を中心に需要は
鈍化傾向にある。

幹線道路沿いの商住混在地域で、利便性が良好であること等
から相対的に選好される反面、水準として割安感があり、需
要は堅調である。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

北(県)5-2

北(県)5-2 愛知県 愛知第６

株式会社安達不動産鑑定調査

安達　直樹

40,200,000 131,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 27日

令和  7年  7月  5日 令和  7 105,000

名古屋市北区西味鋺２丁目１４０番
307

台形
1:1.5

店舗兼倉庫
ＲＣ4

中低層の店舗、事務
所等が建ち並ぶ近隣
商業地域

南16m市道 水道、
ガス、
下水

味鋺
2.5km

近商
( 80, 300 )
準防

( 87, 288 )

120 30 40 0 中層店舗住宅併用地

15 20 300 長方形

特にない １６ｍ市道 味鋺駅
西方2.5km

近商
( 90, 300 )
準防

特段の変動要因は見受けられず、当面は現状のまま推移するものと予測される。

中層店舗住宅併用地

137,000

75,700

／

／

ない

同一需給圏は北区の庄内川以北を中心に隣接する西区、北名古屋市、春日井市及び豊山町等の商業地域と判断した。需
要者の中心は地元の企業、個人事業者、戸建分譲業者等である。既成市街地のため更地の供給は少ない。目立った店舗
の進出はなく、繁華性の高まりは見られないが、住居系用途での利用も可能な地域であり、用途多様性の観点から需要
は底堅い。取引総額は規模や利用目的によってばらつきがあり、一定の傾向は見出せない。

比準価格は、同一需給圏内の幹線及び準幹線道路沿い等の商業性を有する事例中心に採用し試算しており、実証的な価
格といえる。収益価格は不動産の収益性に着目した価格であるが、想定要素も多く、試算価格の精度がやや劣る。また
、当該地域では、自用物件が主体で、取引価格によって左右される傾向にある。よって、比準価格を中心に、収益価格
を比較考量のうえ、上記のとおり鑑定評価額を決定した。

□ ■

名古屋北5-9

138,000

100.5

106.0 99.9

100.0
131,000

0.0

0.0

0.0

+6.0

0.0
0.0

+1.0

+3.0

0.0

-4.0

0.0

■ □

130,000

□ □

+0.8

原材料価格の高騰、人手不足等を起因に建物価格が上昇し、
それに伴う地価への影響が顕著になりつつある。

特段の変動要因は見られないが、一般的要因の影響により需
要は底堅く推移している。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

北(県)5-3

北(県)5-3 愛知県 愛知第６

株式会社那須不動産

那須　明

165,000,000 351,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 25日

令和  7年  7月  4日 令和  7 280,000

名古屋市北区志賀南通１丁目１８番
469

1:1.5 店舗兼共同住宅
ＳＲＣ8

店舗兼共同住宅、低
層店舗等が建ち並ぶ
商業地域

南32.7m市道 水道、
ガス、
下水

黒川近接

商業
( 80, 400 )
防火

( 100, 400 )

25 90 0 0 中高層店舗住宅併用地

20.0 25.0 500 長方形

特にない ３２．７ｍ市道 黒川駅近接 商業
( 100, 400 )
防火

中高層の店舗兼共同住宅、低層店舗等が建ち並ぶ駅前の幹線道路沿いの商業地域で、特段の変動要因はなく、当面は現
状程度の地域環境を維持しながら推移するものと予測する。

中高層店舗住宅併用地

355,000

225,000

／

／

ない

同一需給圏は北区及び隣接する西区、東区等の幹線道路沿いの商業地域の圏域である。当該地域は地下鉄駅至近の幹線
道路沿いに位置し、商住多様な用途に供されている地域であり、需要者は郊外型店舗を展開する法人及びそれらに賃貸
を目論む投資家や、営業所・クリニック等自用目的の法人個人、店舗ビルや賃貸・分譲マンションのデベロッパー等多
岐に亘る。価格は規模等により多様であり、取引も少ないことから中心となる価格帯の把握は困難である。

比準価格は対象基準地と同様の商業地の事例を採用し、市場の実態を反映した実証的な価格が求められた。一方収益価
格は収益性を反映した理論的な価格であり、商業地においては重視すべき価格であるが、想定要素が多い点でやや信頼
性に欠ける。したがって収益性に着目した取引も含め、取引市場の実態を反映した比準価格を重視し、収益価格を比較
考量して、更に一般的要因の影響、単価と総額との関連にも留意の上、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

名古屋北5-7

348,000

100.9

100.0 /

100.0
351,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

■ □

345,000

■ □

北5-7

348,000

+1.7 +0.9

区内の人口は若干の減少傾向である。建築費の高騰、金利の
上昇局面入り等先行きに不透明感は強く、不動産市況はやや
停滞気味である。

幹線道路沿いの商住混在地域で、地域要因の変動は見られな
い。地下鉄駅至近のため需要は底堅いものの、地価の上昇は
鈍化傾向にある。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

北(県)5-4

北(県)5-4 愛知県 愛知第６

ヴァリューテックコンサルティング株式会社

佐野　達也

134,000,000 227,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 13日

令和  7年  7月  3日 令和  7 175,000

名古屋市北区稚児宮通１丁目４５番外
591

1:1.2 事務所兼倉庫
Ｓ2

低層の事務所、店舗
、共同住宅等が建ち
並ぶ商業地域

南東24.5m県道 水道、
ガス、
下水

黒川
550m

近商
( 80, 300 )
準防

( 90, 300 )

40 100 100 40 低層事務所地

20 25 500 長方形

特にない ２４．５ｍ県道 黒川駅
北東方550m

近商
( 90, 300 )
準防

店舗、事業所を中心に戸建住宅や共同住宅もみられる路線商業地域である。周辺において特段の地域要因の変化はみら
れない。背後の住宅地需要が堅調なこともあり地価は安定的に推移するものと予測される。

低層事務所地

227,000

138,000

／

／

ない

同一需給圏は北区庄内川以南を中心に、北区全域及び隣接する西区及び東区等を含む商業地域と判定する。需要者の中
心は店舗、事業所等としての利用を目的とする法人が考えられる。商業地としての繁華性は高くはないが、庄内川以北
の楠地区とを往来する車両によって交通量は比較的多い。取引価格水準については商業地の取引事例は少なく、規模、
立地、用途によって価格に差が見られる。

対象基準地上に事務所を想定し収益価格を求めたが、投資額に見合う賃料の想定が困難であることから、収益価格は低
位に試算された。主たる需要者は自用目的での取引が中心であり、市場性を重視して意思決定を行うと考えられる。従
って、本件では、市場実態を反映した価格である比準価格を重視し、収益価格は参考に留め、代表標準地との検討を踏
まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

名古屋北5-7

348,000

100.9

100.0 154.9

100.0
227,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+9.0

+38.0

+3.0

0.0

■ □

217,000

□ □

+4.6

物価上昇が相次ぐ中、建売住宅等は一部の需要者に買い渋り
がみられるものの、土地の取引価格は堅調を維持している。

準幹線道路沿いに店舗や事業所を中心に一般住宅もみられる
路線商業地域である。地域要因に影響を及ぼす特段の変動は
ない。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

北(県)5-5

北(県)5-5 愛知県 愛知第６

株式会社那須不動産

那須　明

54,700,000 282,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 25日

令和  7年  7月  4日 令和  7 220,000

名古屋市北区黒川本通５丁目１８番１
194

1:2 店舗兼共同住宅
ＲＣ4

中高層店舗併用住宅
ビルと低層店舗の混
じる国道沿いの商業
地域

西40m国道 水道、
ガス、
下水

黒川
730m

商業
( 80, 400 )
防火

( 100, 400 )

20 0 160 40 中層店舗住宅併用地

10 20 200 長方形

特にない。 ４０ｍ国道 黒川駅
北方730m

商業
( 100, 400 )
防火

中低層店舗、事務所ビル、共同住宅等が建ち並ぶ商業地域で、特段の変動要因はなく、当面は現状程度の地域環境を維
持しながら推移するものと予測する。

中層店舗住宅併用地

282,000

178,000

／

／

ない

同一需給圏は北区及び隣接する西区、東区等の幹線道路沿いの商業地域の圏域である。当該地域は地下鉄駅徒歩圏内の
幹線道路沿いに位置し、商住多様な用途に供されている地域であり、需要者は郊外型店舗を展開する法人及びそれらに
賃貸を目論む投資家や、営業所・クリニック等自用目的の法人個人、店舗ビルや賃貸・分譲マンションのデベロッパー
等多岐に亘る。価格は規模等により多様であり、取引も少ないことから中心となる価格帯の把握は困難である。

比準価格は対象基準地と同様の商業地の事例を採用し、市場の実態を反映した実証的な価格が求められた。一方収益価
格は収益性を反映した理論的な価格であり、商業地においては重視すべき価格ではあるが、想定要素が多い点でやや信
頼性に欠ける。したがって収益性に着目した取引も含め、取引市場の実態を反映した比準価格を重視し、収益価格を比
較考量し、代表標準地との検討を踏まえ、単価と総額との関連にも留意の上、鑑定評価額を上記の通り決定した。

■ □

名古屋北5-7

348,000

100.9

100.0 124.3

100.0
282,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+12.0

+11.0

0.0

0.0

■ □

272,000

□ □

+3.7

区内の人口は若干の減少傾向である。建築費の高騰、金利の
上昇局面入り等先行きに不透明感は強く、不動産市況はやや
停滞気味である。

幹線道路沿いの商住混在地域で、地域要因の変動は見られな
い。地下鉄駅から徒歩圏内で需要は底堅いが、地価の上昇は
鈍化しつつある。

個別的要因に変動はない。


